


































































































（ 2）　浅香吉幹『アメリカ民事手続法［第 3版］』 6頁（弘文堂・2016年）。同書
6頁は，これを「当事者対抗主義」という。
（ 3）　FLEMING JAMES, JR., CIVIL PROCEDURE 3（1965）.
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ところからみて，日本法にも通底している。いずれにしても，二当事者主義























（b）若しくは第725条，R. 第2017条若しくは R. 第6002条の規定による手続を
除く，金銭又は財産の回復を求める手続
　債務者に対して管財人に財産を引き渡させる手続とは，就任とともに管財
（ 4）　Id. at 4. なお，Benjamin Kaplan et. al., Phases of German Civil Procedure Ⅰ 
& Ⅱ , 71 HARV. L. REV. 1193, 1230-37; 71 HARV. L. REV. 1443, 1771-72 （1958）.
（ 5）　FLEMING, supra note 3, at 5.
（ 6）　以上の点につき，2 Collier Pamphlet Edition 2018, at 376（Alan N. Resnick 
























②　R. 第3012条又は R. 第4003条（d）の規定による手続を除いて，財産上のリ
ーエン又はその他の権利の有効性，優先性又はその範囲を確定する手続
　倒産財団財産の上に設定されているリーエン等の権利の有効性について争
（ 7）　以下につき，10 COLLIER ON BANKRUPTCY ¶7001.02［ 1］─［ 5］（Alan N.Res-




































tenant in common），合有不動産権者（joint tenant），又は夫婦全部保有不動








































































































































（13）　以下①及び②の記述につき，GLEN WEISSENBERGER & A.J.STEPHANI, FEDERAL 































































































































な手続（due process of law）によらずに，生命，自由又は財産を奪われることは
ない」と定め，適正手続の保障を謳っている。また，州の手続については，同




































（15）　Milliken v. Meyer, 311 U.S. 457（1940）.






























































































































































訴訟手続における① e提出（e-Filing），② e法廷（e-Court），③ e事件管理









（23）　この検討会は，「未来投資戦略2017」（平成29年 6 月 9 日閣議決定）に
おいて設置された検討会である。



































































































































































（34）　WEISSENBERGER & STEPHANI, supra note 13, at 92.
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◆ R. 第7012条（防御及び異議－提出時期及び提出方法－訴答又は申立てに基
づくもの－訴答に基づく判決を求める申立て）
（a）提示される時期　　訴状が適正に送達されたときは，被告は，裁判所に
より別異の期間が指定された場合を除いて，召喚令状が発行された後30日内に
答弁書を送達しなければならない。裁判所は，訴状の送達が公示送達によりな
された場合又は外国にいる当事者に宛ててなされた場合には，答弁書を送達す
る期間を指定しなければならない。共同訴訟人間請求を記載した訴答書面の送
達を受けた当事者は，その送達があった後21日内にこれに対する答弁書を送達
しなければならない。原告は，答弁書の送達があった後21日内にその答弁書に
おける反訴請求に対する反対訴答書面を送達しなければならず，又は，反対訴
答が裁判所により命じられたものであるときは，その命令に別段の指示がない
限り，その命令の送達があった後21日内にその答弁書における反訴請求に対す
る反対訴答書面を送達しなければならない。合衆国，又は，合衆国の公務員若
しくはその部局は，召喚令状が発行された後35日内に，訴状に対する答弁書を
送達しなければならず，かつ，共同訴訟人間請求に対する答弁書又は反訴請求
に対する反対訴答書面を，その請求が主張されている訴答書面が合衆国法務官
に送達された後35日内に，送達しなければならない。本条の規定により許可さ
れた申立書の送達は，裁判所の命令により別異の期間が指定されない限り，
（ 1）裁判所がその申立てを却下し又はその処分の判断を本案のトライアルまで
延期する場合には，その応答的訴答書面は裁判所の処分の通知があった後14日
内に送達されなければならないものとし，（ 2）裁判所がより明確な陳述を求め
る申立てを認容する場合には，その応答的訴答書面は，より明確な陳述書の送
達があった後14日内に送達されなければならないものとして，上記の期間を変
更するものとする。
（b）連邦民事訴訟手続規則第12条（b）乃至（i）の適用可能性（35）　　連邦民事訴
訟手続規則第12条（b）乃至（i）は，対審手続に適用される。応答的訴答には，当
事者が倒産裁判所により終局決定又は終局判決がなされることに同意し又は同
意しない旨の陳述を含まなければならない。
【補注】
　本条は，訴状送達後における答弁書の送達をすべき期間，答弁書に対する反
（35）　本条は，2016年 4月に改正され同年12月に施行されて，この規定になって
いる。
268　　比較法学 52巻 3号
対訴答書面の送達をすべき期間，さらに応答的訴答書面の送達をなすべき期間
について規律している。連邦民事訴訟手続規則第12条に同趣旨の規定が存在す
るが，連邦倒産法における訴訟手続について独自に規定を設けているととも
に，本条（b）は，連邦民事訴訟手続規則第12条（b）乃至（i）が倒産法の下での訴
訟手続に適用があることを明らかにしている。
（以下，続刊）
